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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

２．売上高には、消費税等は含んでいません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載していません。 

回次 
第13期 

第２四半期連結
累計期間 

第13期 
第２四半期連結

会計期間 
第12期 

会計期間 

自平成20年 
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成20年 
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成20年 
３月31日 

売上高（千円） 2,205,592 1,566,372 3,419,097 

経常損失（△）（千円） △746,434 △499,442 △1,063,353 

四半期（当期）純損失（△） 

（千円） 
△752,761 △504,169 △1,946,779 

純資産額（千円） － 675,909 629,742 

総資産額（千円） － 3,291,227 2,424,249 

１株当たり純資産額（円） － 2,634.94 2,607.45 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 
△3,295.19 △2,178.33 △8,670.05 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 

自己資本比率（％） － 18.9 24.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△95,330 － △405,694 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△188,081 － △554,898 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,047,944 － △152,064 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ 1,213,484 426,878 

従業員数（人） － 120 118 
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において、当社および連結子会社（以下、「当社グループ」という）が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、人材会社からの派遣社員、アルバイト、業務委託社員

（一部を除く））は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しています。 

（注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、人材会社からの派遣社員、アルバイト、業務委託社員

（一部を除く））は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しています。 

(1）連結会社の状況 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 120（５）  

(2）提出会社の状況 平成20年９月30日現在

従業員数（人） 92（３） 
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第２【事業の状況】 

１【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当社グループのサービス提供の実績は、販売実績とほぼ一致していますので、生産実績に関しては販売実績の項

をご参照ください。 

(2)仕入実績 

    当社グループの当第２四半期連結会計期間の仕入実績を、サービス区分ごとに示すと次のとおりです。  

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれていません。 

  ２．金額は、仕入価額で表示しています。 

(3)受注実績 

 該当する事項はありません。 

(4)販売実績 

 当社グループの当第２四半期連結会計期間の販売実績を、サービス区分ごとに示すと次のとおりです。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれていません。 

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりです。 

 
当第２四半期連結会計期間 
 (自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

区分 金額（千円） 構成比（％） 

データ通信サービス  627,024 86.2 

テレコム・サービス  100,178 13.8 

合計 727,202 100.0 

 
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

区分 金額（千円） 構成比（％） 

データ通信サービス  1,433,513 91.5 

テレコム・サービス  132,858 8.5 

合計 1,566,372 100.0 

相手先 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 

加賀ハイテック株式会社 577,695 45.5 

2008/11/14 22:31:3508507005/日本通信株式会社/四半期報告書/2008-09-30



２【経営上の重要な契約等】 

① データ通信サービスに関する契約 

  当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等は次のとおりです。 

② テレコム・サービスに関する契約 

 当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】 

会社名 相手方の名称 国名 契約名称 契約内容 契約期間 

 日本通信㈱ ZTE Corporation 中国 
SALES 

CONTRACT 

第３世代携帯電話（以

下、「３Ｇ」という）

データ通信端末の仕入

れ 

 契約期間の定めなし 

（締結日：平成20年７月 

12日） 

 日本通信㈱ 
株式会社エヌ・テ

ィ・ティ・ドコモ 
日本 

相互接続協定

書 

第３世代携帯電話ネッ

トワークに関する相互

接続 

 契約期間の定めなし 

（締結日：平成20年８月 

６日） 

 日本通信㈱ 
スターネット株式会

社 
日本 

モバイル関連

サービス販売

委託契約書 

モバイル関連サービス

に関する販売契約 

 平成20年８月４日から 

 平成21年８月３日まで 

 （１年単位の自動更新） 

 日本通信㈱ 
ビジョンワークス株

式会社 
日本 

販売パートナ

ー契約書 

モバイル関連サービス

に関する販売契約 

 平成20年９月１日から 

 平成21年８月31日まで 

 （１年単位の自動更新） 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。 

(1）業績の状況 

当第２四半期連結会計期間（以下、「当四半期」という）から、データ通信サービスの売上計上基準について、

従来の、通信端末の売上は出荷基準（販売時に一括して売上計上する方法）、通信料の売上は役務提供基準（利用

期間にわたって売上を計上する方法）とする方法から、通信端末と通信料とを区別することなく出荷基準による方

法に変更しました。ただし、売上高から通信端末の売上原価を控除して算出される売上総利益を利用期間にわたっ

て計上するため、通信サービス繰延利益を設定して翌期以降に繰り延べています。 

 当四半期の売上は、前年同期比78.6％増の1,566百万円となりました。この売上には、売上計上基準の変更に伴

い、第１四半期末における前受収益が292百万円が含まれているものの、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモのＦ

ＯＭＡネットワークを利用した「ｂモバイル３Ｇ」の販売を当四半期に開始したことが大きく寄与しています。３

Ｇ製品投入の結果、当四半期のｂモバイル製品の出荷額は、前年同期比369.1％増の824百万円となっています。 

 当四半期の営業利益は、売上計上基準の変更に伴い、当四半期に計上した売上にかかる利益のうち634百万円を

第３四半期以降に繰り延べたことなどにより463百万円の損失となりました。また、当四半期の経常損失は499百万

円、当四半期の純損失は504百万円となりました。なお、売上計上基準変更にともなう影響の詳細は「第５ 経理

の状況、１．四半期連結財務諸表」の四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更をご覧くだ

さい。 

 当社グループは、移動体通信事業という単一セグメントの事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がな

く、事業の種類別セグメントとの関連については記載をすることができません。また米国の連結子会社の財務諸表

に売上が記載されていますが、概ね当社グループ内の取引であるため相殺されており、外部売上高は僅少のため、

所在地別セグメントとの関連についての記載は省略します。 

 なお、詳細は「第５ 経理の状況、１．四半期連結財務諸表」の注記事項（セグメント情報）をご参照くださ

い。 
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間（以下、「当累計期間」という）における現金および現金同等物（以下、「資金」と

いう）は、主に新株予約権の行使に伴う新株発行による調達782百万円、社債発行による調達400百万円などによ

り、前連結会計年度末に比べ786百万円増加し1,213百万円となりました。 

 当四半期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当累計期間の税金等調整前四半期純損失は749百万円でしたが、期間中に３Ｇ製品販売を開始したことなどから

95百万円の使用となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

ネットワーク機器の更新・増強、データ通信用ソフトウェアの開発などに188百万円の資金の使用となりまし

た。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

銀行借入による長期借入金を133百万円約定返済いたしましたが、新株予約権の行使に伴う新株発行による調達

782百万円、社債の発行による調達400百万円などにより、1,047百万円の調達となりました。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当四半期において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませんが、ドコモのＦＯＭＡネ

ットワークを利用した「ｂモバイル３Ｇ」の発売開始にともない、その販売、収益の獲得に注力しています。 

(4）研究開発活動 

当四半期におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、66百万円です。 

なお、当四半期において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

  

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注) 「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予約権

の権利行使により発行された株式数は含まれていません。 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権（ストックオプション） 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに会社法238条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり 

です。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 870,000 

計 870,000 

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
  

（平成20年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 236,056.63 236,056 
株式会社大阪証券取引所

ヘラクレス市場 
－ 

計 236,056.63 236,056 － － 

株主総会の特別決議日（平成14年６月27日） 

区分  
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 990（注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    990   

新株予約権の行使時の払込金額（円） 26,667（注２） 

新株予約権の行使期間 
平成14年８月15日から 

平成24年８月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   26,667 

資本組入額  13,334 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

の権利行使の条件は、平成14年６月12日取締役会決議及

び平成14年６月27日第６回定時株主総会決議に基づき、

当社と新株予約権対象者との間で締結する当社ストック

オプション契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡し、又はこれに担保権を設定すること

はできない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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株主総会の特別決議日（平成15年６月27日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個）  921（注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －   

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   921 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 26,667（注２）  

新株予約権の行使期間 
平成16年３月15日から 

平成26年３月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    26,667 

資本組入額   13,334 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

の権利行使の条件は、平成15年６月６日取締役会決議及

び平成15年６月27日第７回定時株主総会決議に基づき、

当社と新株予約権対象者との間で締結する当社ストック

オプション契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡し、又はこれに担保権を設定すること

はできない。 

代用払込みに関する事項  －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  

株主総会の特別決議日（平成16年６月29日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個）   2,275（注１）  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   2,275 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 26,667（注２）   

新株予約権の行使期間 
平成16年８月15日から 

平成26年８月15日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    26,667 

資本組入額   13,334 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他の

権利行使の条件は、平成16年６月８日取締役会決議及び平

成16年６月29日第８回定時株主総会決議に基づき、当社と

新株予約権対象者との間で締結する当社ストックオプショ

ン契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡し、又はこれに担保権を設定すること

はできない。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   － 
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株主総会の特別決議日（平成17年６月29日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個）   3,024 （注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  3,024 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 178,000 （注３） 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月18日から 

平成27年８月18日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    178,000 

資本組入額    89,000 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

の権利行使の条件は、平成17年５月25日取締役会決議及

び平成17年６月29日第９回定時株主総会決議に基づき、

当社と新株予約権対象者との間で締結する当社ストック

オプション契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －  

取締役会の決議日（平成18年５月25日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 1,811（注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －   

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,811 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 54,300（注３） 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月10日から 

平成23年８月10日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    77,063 

資本組入額     38,532   

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

の権利行使の条件は、平成18年５月25日取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権対象者との間で締結する当社

ストックオプション契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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（注）１. 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により新株予約権の目的

たる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、本件新株予約権のうち当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株

式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。 

取締役会の決議日（平成19年５月17日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 2,348（注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －   

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 2,348 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 23,210（注３） 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月３日から 

平成29年８月３日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    34,907 

資本組入額     17,454   

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

の権利行使の条件は、平成19年５月17日取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権対象者との間で締結する当社

ストックオプション契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

取締役会の決議日（平成20年５月16日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） 3,500（注１） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －   

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 82,700（注３） 

新株予約権の行使期間 
平成20年８月５日から 

平成25年８月５日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    124,065 

資本組入額     62,033   

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

の権利行使の条件は、平成20年５月16日取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権対象者との間で締結する当社

ストックオプション契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

   ２. 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、新株予約権発行後、行使価額を下回る価額で新株の発行（平成13年改正（平成14年施行）前の旧商

法第341条の８に定める新株引受権付社債にかかる新株引受権の行使、同法第280条ノ19に定める新株引受

権の行使及び新株予約権の行使による場合を除く）又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行

使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

      （なお、自己株式の処分の場合については、上記算式中、「新規発行株式数」を「処分する自己株式の

数」に「１株当り払込金額」を「１株当り処分金額」にそれぞれ読み替えるものとする。） 

   ３. 新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後 
＝ 

既発行株式数 × 調整前行使価額 ＋ 新発行株式数 × １株当たり払込金額 

行使価額 既発行株式数 ＋ 新発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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② 平成13年改正（平成14年施行）前の旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行している新株引受権 

株主総会の特別決議日（平成12年６月29日） 

区分  
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   2,247  

新株予約権の行使時の払込金額（円） 566,667 

新株予約権の行使期間 
平成12年９月１日から 

平成22年６月28日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  566,667 

資本組入額 283,334 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

権利行使の条件は、平成12年７月25日取締役会決議及び

平成12年６月29日第４回定時株主総会決議に基づき、当

社と取締役及び従業員との間で締結する新株引受権付与

契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めない。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  

株主総会の特別決議日（平成13年６月29日） 

区分  
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個） － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,872 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 382,116 

新株予約権の行使期間 
平成13年８月６日から 

平成23年６月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   382,116 

資本組入額  191,058 

新株予約権の行使の条件 

相続、退職後の権利行使の可否、権利喪失事由、その他

権利行使の条件は、平成13年６月13日取締役会決議及び

平成13年６月29日第５回定時株主総会決議に基づき、当

社と取締役及び従業員との間で締結する新株引受権付与

契約に定めるところによります。 

新株予約権の譲渡に関する事項 権利の譲渡及び質入は認めない。 

代用払込みに関する事項 －  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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③ 旧商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 

④ 新株予約権付社債（第三者割当） 

銘柄 
（発行年月日） 

第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株引受権の残高 
（千円） 

発行価格 
（円） 

資本組入額 
（円） 

平成21年８月31日満期 

第１回無担保新株引受権付社債 

（平成11年９月21日発行） 

1,550 

    

16,667 16,667 

平成22年６月29日満期 

第３回無担保新株引受権付社債 

（平成12年７月31日発行） 

139,400 566,667 283,334 

取締役会の決議日（平成19年12月６日） 

区分  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円）  400,000 

新株予約権の数（個）    3,200 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）        － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）          3,200（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円）          125,000（注２） 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年12月21日 

至 平成22年12月20日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  125,000 

資本組入額 （注３） 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第

３項本文の定めにより、本社債と本新株予約権のうち

一方のみを譲渡することはできない。また、本新株予

約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。 

代用払込みに関する事項 

各本新株予約権の行使に際しては当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、当該本社債の払込金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 
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 （注）１．新株予約権の行使請求により当社が発行する株式数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を新株予約

権の行使時の払込金額（転換価額）で除した数とする。 

２．本新株予約権付社債の発行後、株式分割等により当社普通株式数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能

性がある場合には、次に定める算式をもって転換価額を調整する。 

       ３．会社計算規則第40条に定めるところに従って算出された資本金等増加限度額に２分の１を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、その端数を切り上げるものとする。 

取締役会の決議日（平成20年５月12日） 

区分  
第２四半期会計期間末現在 
（平成20年９月30日） 

新株予約権付社債の残高（千円） 400,000 

新株予約権の数（個） 2,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）    － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株）         2,000（注１） 

新株予約権の行使時の払込金額（円）         200,000（注２） 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年５月27日 

至 平成23年５月26日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

    発行価格    200,000 

 資本組入額 （注３） 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は会社法第254条第２項本文及び第

３項本文の定めにより、本社債と本新株予約権のうち

一方のみを譲渡することはできない。また、本新株予

約権付社債の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。 

代用払込みに関する事項 

各本新株予約権の行使に際しては当該本新株予約権に

係る本社債を出資するものとし、当該本社債の価額

は、当該本社債の払込金額と同額とする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×

 既発行株式数 ＋

新発行・   

処分株式数   
× 

１株当たりの 

発行処分価額 

１株あたりの時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数   
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 ⑤ 新株予約権（第三者割当） 

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は40株とする。なお、新株予約権発行後、時価を下回る払込金額に

よる普通株式の発行や株式分割等により当社が行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式によ

り調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

    ２．新株予約権の各行使請求の効力発生日（以下、「修正日」という）の前日まで（当日を含む）の３連続取引

日（但し、終値のない日は除く）の株式会社大阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均

値の９０％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下、「修正日価額」という）が、当該修

正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日以降、当

該修正日価額に修正される。 

３．新株予約権発行後、時価を下回る払込金額による普通株式の発行や株式分割等により当社の普通株式数に変

更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式をもって行使価額を調整する。 

    ４．会社計算規則第40条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算

の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。 

    ５．当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以

降、(ⅰ)本新株予約権証券が発行されていない場合には、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知を

し、(ⅱ)本新株予約権証券が発行されている場合には、会社法第273条、第274条及び第293条の規定に従っ

て公告及び通知をしたうえで、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当り13,000円の価額で、

本新株予約権者（当社を除く）の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。一部取得

をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行うものとする。 

取締役会の決議日（平成19年12月６日） 

区分 
第２四半期会計期間末現在 

（平成20年９月30日） 

新株予約権の数（個）   750   (注１) 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類       普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 30,000   (注１) 

新株予約権の行使時の払込金額（円）      当初 43,890   (注２) (注３) 

新株予約権の行使期間 
平成19年12月25日から 

平成21年12月24日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     当初 43,890 

資本組入額      (注４) 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

新株予約権の取得に関する事項 （注５） 

調整後割当株式数 ＝ 
調整前割当株式数 × 調整前行使価額

調整後行使価額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

 既発行株式数 ＋

新発行・ 

処分株式数 
× 

１株当りの 

払込金額 

時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数   
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（３）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．新株予約権（第三者割当）の行使による増加です。 

      ２．新株予約権（ストックオプション）の行使による増加です。 

 ３．平成20年10月１日に、自己株式の消却により、発行済株式総数が0.63株減少しています。 

（５）【大株主の状況】 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てています。 

    ２．当社代表取締役社長三田聖二が議決権の過半数を保有しています。  

    ３．当社社外取締役テレーザ・エス・ヴォンダーシュミットの保有によるものです。  

年月日 
発行済株式
総数増減数 

（株） 

発行済株式
総数残高 

（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 
（千円） 

平成20年８月12日 

（注１） 
10,000 236,030.63 377,680 2,672,561 377,670 1,064,330 

平成20年７月１日～ 
平成20年９月30日 

（注２） 

26 236,056.63 434 2,672,996 38 1,064,369 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 
（注１） 

エイチエスビーシーファンドサービシィ

ズクライアンツアカウント500  

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 
47,247 20.01 

エルティサンダ ビー・ヴィー・ビー・

エー （注２）  

（常任代理人 日本通信株式会社） 

TERVURENLAAN 13A,1040, BRUSSELS BELGIUM 

（東京都品川区南大井六丁目25番３号） 
34,985 14.82 

シティグループグローバルマーケッツイ

ンク （注３）  

（常任代理人 日興シティグループ証券

株式会社）  

388 GREENWICH STREET NEW YORK,  

N.Y.10013 U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内一丁目５番１号） 

21,200 8.98 

城野 親徳  東京都渋谷区  5,900 2.49 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） （注４）  
東京都中央区晴海一丁目８番11号  5,875 2.48 

三田 聖二  東京都港区 2,681 1.13 

大阪証券金融株式会社  大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号  2,284 0.96 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） （注５） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,078 0.45 

ソシエテジェネラルバンクアンドトラス

トシンガポールカストアセットメインア

カウントスクリプレス  

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

27-00 80 ROBINSON ROAD,SINGAPORE,068898,

SINGAPORE 

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

1,000 0.42 

木原 海鵬  東京都品川区  950 0.40 

計 － 123,200 52.19 
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    ４．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は5,875

株です。なお、それらの内訳は、投資信託設定分5,495株、年金信託設定分80株、その他信託分300株となっ

ています。  

    ５．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,078株で

す。なお、それらの内訳は、投資信託設定分928株、年金信託設定分150株となっています。  

 

（６）【議決権の状況】 

  

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の株式７株が含まれていま

す。なお、「議決権の数（個）」欄では、同機構名義の株式のうち失念株式に係る議決権の数７個を除いて

います。 

②【自己株式等】 

  

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      30 － 

権利内容に何ら限定

のない、当社におけ

る標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 236,026 236,019 同上 

端株 普通株式       0.63 － － 

発行済株式総数          236,056.63 － － 

総株主の議決権 － 236,019 － 

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

日本通信株式会社 
東京都品川区南大井

六丁目25番３号 
30 － 30 0.01 

計 － 30 － 30 0.01 
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２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものです。  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 
平成20年 

4月 
5月  6月 7月  8月   9月 

最高（円） 68,600 124,000 128,000 100,300 94,400 99,000 

最低（円） 40,300 63,600 81,500 60,800 76,500 71,900 
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第５【経理の状況】 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けています。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 862,704 196,682

売掛金 308,712 356,507

有価証券 350,779 230,196

商品 303,031 139,147

貯蔵品 8,912 6,617

未収入金 64 2,199

その他 82,076 74,345

貸倒引当金 △773 △81

流動資産合計 1,915,507 1,005,616

固定資産   

有形固定資産   

建物 47,072 45,115

減価償却累計額 △19,452 △16,617

建物（純額） 27,620 28,497

車両運搬具 9,803 9,803

減価償却累計額 △7,763 △6,631

車両運搬具（純額） 2,040 3,172

工具、器具及び備品 499,266 477,064

減価償却累計額 △338,644 △305,229

工具、器具及び備品（純額） 160,621 171,834

移動端末機器 41,526 41,314

減価償却累計額 △25,286 △21,088

移動端末機器（純額） 16,240 20,225

有形固定資産合計 206,522 223,731

無形固定資産   

商標権 2,982 3,363

特許権 2,248 2,273

電話加入権 1,294 1,294

ソフトウエア 799,290 595,009

ソフトウエア仮勘定 292,184 468,709

無形固定資産合計 1,097,999 1,070,649

投資その他の資産   

投資有価証券 － 50,000

敷金及び保証金 54,353 52,933

その他 16,843 21,318

投資その他の資産合計 71,197 124,251

固定資産合計 1,375,719 1,418,633

資産合計 3,291,227 2,424,249
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 438,952 294,520

短期借入金 200,000 200,000

1年内返済予定の長期借入金 267,200 266,400

未払金 72,525 94,567

未払法人税等 6,200 9,342

前受収益 120 347,244

通信サービス繰延利益額 759,384 －

その他 70,933 48,431

流動負債合計 1,815,317 1,260,506

固定負債   

社債 800,000 400,000

長期借入金 － 134,000

固定負債合計 800,000 534,000

負債合計 2,615,317 1,794,506

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,672,996 2,279,780

資本剰余金 1,064,369 671,561

利益剰余金 △3,106,673 △2,337,515

自己株式 △2,217 △1,741

株主資本合計 628,474 612,085

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △4 △31,411

為替換算調整勘定 △6,555 5,740

評価・換算差額等合計 △6,559 △25,671

新株予約権 53,995 43,327

純資産合計 675,909 629,742

負債純資産合計 3,291,227 2,424,249
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 ※2  2,205,592

売上原価 1,266,714

売上総利益 938,877

通信サービス繰延利益繰入額 ※3  937,850

通信サービス繰延利益戻入額 178,466

差引売上総利益 179,492

販売費及び一般管理費 ※1  912,906

営業損失（△） △733,413

営業外収益  

受取利息 794

有価証券利息 893

為替差益 22,904

その他 899

営業外収益合計 25,491

営業外費用  

支払利息 16,157

有価証券売却損 20,356

社債発行費 806

その他 1,193

営業外費用合計 38,513

経常損失（△） △746,434

特別損失  

固定資産除却損 3,326

特別損失合計 3,326

税金等調整前四半期純損失（△） △749,761

法人税、住民税及び事業税 3,000

法人税等合計 3,000

四半期純損失（△） △752,761
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

売上高 ※2  1,566,372

売上原価 740,254

売上総利益 826,118

通信サービス繰延利益繰入額 ※3  937,850

通信サービス繰延利益戻入額 178,466

差引売上総利益 66,733

販売費及び一般管理費 ※1  530,007

営業損失（△） △463,274

営業外収益  

受取利息 598

有価証券利息 559

その他 444

営業外収益合計 1,602

営業外費用  

支払利息 8,922

為替差損 28,396

その他 451

営業外費用合計 37,770

経常損失（△） △499,442

特別損失  

固定資産除却損 3,227

特別損失合計 3,227

税金等調整前四半期純損失（△） △502,669

法人税、住民税及び事業税 1,500

法人税等合計 1,500

四半期純損失（△） △504,169
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △749,761

減価償却費 159,284

受取利息及び受取配当金 △794

有価証券利息 △893

支払利息 16,157

固定資産除却損 3,757

為替差損益（△は益） △20,594

有価証券売却損益（△は益） 20,356

売上債権の増減額（△は増加） 47,663

たな卸資産の増減額（△は増加） △165,196

仕入債務の増減額（△は減少） 142,567

前受収益の増減額（△は減少） △347,128

通信サービス繰延利益額の増減額（△は減少） 759,384

未払又は未収消費税等の増減額 15,247

その他 44,767

小計 △75,179

利息及び配当金の受取額 1,687

利息の支払額 △15,728

法人税等の支払額 △6,110

営業活動によるキャッシュ・フロー △95,330

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △34,064

無形固定資産の取得による支出 △123,100

貸付けによる支出 △30,000

敷金の差入による支出 △916

投資活動によるキャッシュ・フロー △188,081

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △133,200

株式の発行による収入 782,426

社債の発行による収入 399,193

自己株式の取得による支出 △475

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,047,944

現金及び現金同等物に係る換算差額 16,608

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 781,140

現金及び現金同等物の期首残高 426,878

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

5,464

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,213,484

2008/11/14 22:33:3408507005_日本通信株式会社_第２四半期報告書



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事

項の変更 

(1) 連結の範囲の変更 

第１四半期連結会計期間より、丹後通信株式会社は重

要性が増したため、連結の範囲に含めています。  

(2) 変更後の連結子会社の数  

５社 

２．売上計上基準の変更  当社はデータ通信サービスにおける売上計上基準とし

て、通信端末の売上は出荷基準により、通信料の売上は役

務提供基準により計上し、未経過利用期間に係る通信料は

前受収益に計上していましたが、当第２四半期連結会計期

間より、通信時間付モバイルツールであるｂモバイルと機

器組込型通信ソリューションの通信電池については、通信

端末と通信料とを区別することなく一括で出荷時に売上に

計上し、この売上高から通信端末の売上原価を控除して計

算される売上総利益金額を見積利用期間にわたって計上す

るために、通信サービス繰延利益額に繰り延べる方法に変

更しています。 

 この変更は、ドコモ３Ｇネットワークを利用した商品で

あり、当第２四半期連結会計期間より販売を開始した今後

の主力商品であるｂモバイル3G hoursで使用する３Ｇ通信

端末の公正な市場価格を合理的に算定することが困難であ

るため、すなわち商品売上額を通信端末部分と通信料部分

に合理的に区分することが困難なため、行ったものです。

これを契機に第１四半期連結累計期間以前に販売したＰＨ

Ｓネットワーク商品の売上計上方法も同様に変更していま

す。 

 当第２四半期連結会計期間より販売を開始した３Ｇネッ

トワーク商品の通信端末の公正な市場価格が算定できない

ことから、bモバイル商品全体の当第２四半期連結累計期

間の売上高及び売上総利益に与える影響額を算定すること

ができませんが、ＰＨＳネットワーク商品の当第２四半期

連結累計期間の売上高は、変更前の方法によった場合に比

べて18,346千円少なく、売上総利益は72千円多く、営業損

失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ同

額少なく計上されています。なお、当第２四半期連結会計

期間の売上高には第１四半期連結会計期間末における前受

収益の額292,017千円が含まれているとともに、通信サー

ビス繰延利益繰入額には第1四半期連結会計期間末におけ

る通信サービス繰延利益額の残高302,909千円が含まれて

います。 

 また、上記に記載のとおり、この変更は当第２四半期連

結会計期間より販売を開始したｂモバイル3G hoursの販売

開始を契機にしたものであることから、第２四半期連結会

計期間より変更を行ったものです。 

 第１四半期連結累計期間は、変更後の方法によった場合

に比べて、売上高が55,102千円多く計上され、売上総利益

が531千円少なく、営業損失、経常損失及び税金等調整前

四半期純損失がそれぞれ同額多く計上されています。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しています。 
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【簡便な会計処理】 

 該当する事項はありません。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当する事項はありません。 

  

【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

（四半期連結損益計算書関係） 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

該当する事項はありません。 該当する事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりです。 

※２ 売上高には、売上計上基準の変更により取崩すこと

となった第１四半期連結会計期間末の前受収益の残高

292,017千円が含まれています。 

※３ 通信サービス繰延利益繰入額には、売上計上基準の

変更により計上することとなった第１四半期連結会計

期間末の通信サービス繰延利益額302,909千円が含ま

れています。 

給料手当     327,490千円

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額

は、次のとおりです。 

※２ 売上高には、売上計上基準の変更により取崩すこと

となった第１四半期連結会計期間末の前受収益の残高

292,017千円が含まれています。 

※３ 通信サービス繰延利益繰入額には、売上計上基準の

変更により計上することとなった第１四半期連結会計

期間末の通信サービス繰延利益額302,909千円が含ま

れています。 

給料手当    163,907千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至

平成20年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式    236,056.63 株   

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       30.35 株 

３．新株予約権等に関する事項 

  (1) 親会社（提出会社） 

 ① 平成11年度新株引受権 

 新株引受権の目的となる株式の種類       普通株式    

 新株引受権の目的となる株式の数             93株  

 新株引受権の四半期連結会計期間末残高    15千円  

 ② 平成12年度新株引受権 

 新株引受権の目的となる株式の種類       普通株式    

 新株引受権の目的となる株式の数            246株  

 新株引受権の四半期連結会計期間末残高   1,394千円  

 ③ 第１回新株予約権（第三者割当）（平成19年12月） 

 新株予約権の目的となる株式の種類       普通株式    

 新株予約権の目的となる株式の数         30,000株  

 新株予約権の四半期連結会計期間末残高   9,750千円  

 ④ ストック・オプションとしての新株予約権 

 新株予約権の四半期連結会計期間末残高  42,835千円  

  (2) 子会社 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成20年８月12日付で、メリルリンチ日本証券株式会社の新株予約権行使により資金調達を行いま

した。この結果、当第２四半期連結会計期間において資本金が377,680千円、資本準備金が377,670千円増加

し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が2,672,996千円、資本準備金が1,064,369千円となっていま

す。 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） 

  （千円）

現金及び預金勘定 862,704

有価証券勘定 

（Money Market Fund） 
350,779

現金及び現金同等物 1,213,484
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

当社グループは、移動体通信分野という同一セグメントに属する各種サービスを開発・運用し、顧客に販

売・提供する事業を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しています。 

 ２．会計処理の方法の変更 

（売上計上基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更、２．売上計上基準の変更」に記載の

とおり、当社はデータ通信サービスにおける売上計上基準として、通信端末の売上は出荷基準により、通信

料の売上は役務提供基準により計上し、未経過利用期間に係る通信料は前受収益に計上していましたが、当

第２四半期連結会計期間より、通信時間付モバイルツールであるｂモバイルと機器組込型通信ソリューショ

ンの通信電池については、通信端末と通信料とを区別することなく一括で出荷時に売上に計上し、この売上

高から通信端末の売上原価を控除して計算される売上総利益金額を見積利用期間にわたって計上するため

に、通信サービス繰延利益額に繰り延べる方法に変更しています。 

 この変更は、ドコモ３Ｇネットワークを利用した商品であり、当第２四半期連結会計期間より販売を開始

した今後の主力商品であるｂモバイル3G hoursで使用する３Ｇ通信端末の公正な市場価格を合理的に算定す

ることが困難であるため、すなわち商品売上額を通信端末部分と通信料部分に合理的に区分することが困難

なため、行ったものです。これを契機に第１四半期連結累計期間以前に販売したＰＨＳネットワーク商品の

売上計上方法も同様に変更しています。 

 当第２四半期連結会計期間より販売を開始した３Ｇネットワーク商品の通信端末の公正な市場価格が算定

できないことから、ｂモバイル商品全体の当第２四半期連結累計期間の売上高及び売上総利益に与える影響

額を算定することができませんが、ＰＨＳネットワーク商品の当第２四半期連結累計期間の日本における売

上高は、変更前の方法によった場合に比べて18,346千円少なく、営業損失は72千円少なく計上されていま

す。また、当第２四半期連結会計期間の日本における売上高には第１四半期連結会計期間末における前受収

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結（千円） 

売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 1,560,154 6,217 1,566,372 － 1,566,372 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 63,325 63,325 (63,325) － 

計 1,560,154 69,543 1,629,697 (63,325) 1,566,372 

 営業損失（△） △372,994 △90,775 △463,769 495 △463,274 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結（千円） 

売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 2,195,926 9,665 2,205,592 － 2,205,592 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 127,743 127,743 (127,743) － 

計 2,195,926 137,409 2,333,336 (127,743) 2,205,592 

 営業損失（△） △552,477 △182,820 △735,297 1,884 △733,413 
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益の額292,017千円が含まれています。これに相応して通信サービス繰延利益繰入額302,909千円が計上され

ることにより、当第２四半期連結会計期間の日本における営業損失は、変更前の方法によった場合に比べて

10,892千円多く計上されています。 

 また、上記に記載のとおり、この変更は当第２四半期連結会計期間より販売を開始したｂモバイル

3G hoursの販売開始を契機にしたものであることから、第２四半期連結会計期間より変更を行ったもので

す。 

 第１四半期連結累計期間は、変更後の方法によった場合に比べて、日本における売上高が55,102千円多く

計上され、営業損失が531千円多く計上されています。 

 日本以外については、セグメント情報に与える影響はありません。 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しています。 

  

  

（有価証券関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

 当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  10,148千円 

  

２．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 （注）１．平成20年５月16日取締役会決議に基づき当社と新株予約権付与対象者との間で締結した当社ストック

オプション契約が規定する以下の行使条件に従うものとなっています。 

 ２．当社または子会社の役員・従業員として継続して勤務した期間が、一定の起算日から４年に至るまで

１年経過する毎に、一定割合について行使可能となる。 

 ３．当社または子会社の役員・従業員を退任・退職した場合、上記により行使可能となった権利につい

て、役員については退任日から６ヶ月以内、従業員については退職日から30日以内に限り行使でき

る。 

 ４．新株予約権付与対象者が、当社または子会社の就業規則により懲戒解雇の制裁を受けた場合等、同契

約に定める権利喪失事由に該当した場合には、権利行使可能となっているか否かを問わず、当該付与

対象者が保有する全ての新株予約権が消滅する。 

 ５．その他、同契約が規定する行使条件 

  平成20年度ストック・オプション 

 付与対象者の区分及び人数 
当社取締役６名、当社監査役４名、当社執行役員１名、当社従

業員13名、当社子会社取締役２名、当社子会社従業員４名  

 株式の種類別のストック・オプションの付与数   普通株式 3,500株 

 付与日   平成20年８月５日 

 権利確定条件  （注１）～（注５) 

 対象勤務期間 （注２） 

 権利行使期間  ５年間（自平成20年８月５日 至平成25年８月５日） 

 権利行使価格（円） 82,700 

 付与日における公正な評価単価（円） 41,365 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純損失金額 

 （注） １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

 当第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

（リース取引関係） 

 当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

２【その他】 

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末 
（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,634.94円 １株当たり純資産額 2,607.45円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 3,295.19円 １株当たり四半期純損失金額  2,178.33円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載していません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載していません。 

  
当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日) 

四半期純損失（千円） 752,761 504,169 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（千円） 752,761 504,169 

期中平均株式数（株） 228,442.50 231,447.69 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要 

 第２回無担保転換社債型新株予

約権付社債（発行総額400,000千

円、平成20年５月12日取締役会

決議）。 

なお、概要は「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状況、(2）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりです。 

 第２回無担保転換社債型新株予

約権付社債（発行総額400,000千

円、平成20年５月12日取締役会

決議）。 

なお、概要は「第４ 提出会社の

状況、１ 株式等の状況、(2）新

株予約権等の状況」に記載のと

おりです。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成20年11月13日

日本通信株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 岡田 基宏  印 

 
指定社員
業務執行社員  

公認会計士 井上 司   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本通信株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成

20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本通信株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されている通り、当第2四半期連結会計期間よ

り、売上計上基準を変更している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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